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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
　当社の連結子会社(持分比率100％)である株式会社せんにち(以下「せんにち」という。)において、同社の元従業員

により、過去３年間にわたって、同社の仕入先からの請求書を偽造するなどの手法により、支払金を着服していた事実

が判明いたしました。

　かかる着服の事実を受けて、せんにちは、同社の顧問税理士事務所及び公認会計士に対し、着服に関する事実関係に

ついての調査を依頼したところ、本調査の過程において、平成25年4月の設立以降３年間にわたり、得意先との取引に

つき、会計処理の誤りと見られるものも含めて、売上が過大に計上されていたなどの報告を平成28年３月上旬に受けま

した。

　当社としては上記調査結果を受け、当社の監査法人と協議を行い社内調査を実施した結果、当社が平成27年８月13日

に提出いたしました第81期第１四半期（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）に係る四半期報告書の一部を

訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を

提出するものであります。

　なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、監査法人和宏事務所により四半期レビューを受けており、その四半

期レビュー報告書を添付しております。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

(1）業績の状況

(2）財政状態の分析

第４　経理の状況

２．監査証明について

１　四半期連結財務諸表

(1）四半期連結貸借対照表

(2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

　注記事項

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

（セグメント情報等）

　セグメント情報

（一株当たり情報）

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿線を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから上記の訂正事項については、

訂正後のみを記載しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第80期

第１四半期連結
累計期間

第81期
第１四半期連結

累計期間
第80期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　６月30日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　６月30日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （百万円） 15,106 16,933 67,391

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △49 72 283

親会社株主に帰属する四半期純

利益又は親会社株主に帰属する

四半期（当期）純損失（△）

（百万円） △43 38 △295

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △71 73 △243

純資産額 （百万円） 5,398 5,128 5,226

総資産額 （百万円） 25,126 26,922 24,313

１株当たり四半期純利益又は１

株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）

（円） △0.52 0.47 △3.53

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 20.3 17.8 20.1

    （注） １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標の推移については

   記載していない。

２．売上高には消費税を含んでいない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため

   記載していない。

　　　　　　４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半

期連結累計期間より、「四半期（当期）純損益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益又

は親会社株主に帰属する四半期純損失」としております。

 

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。

　なお、当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準（企業会計基準第21号　平成25年９月13

日）」等を適用し、「四半期純利益又は四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主に帰

属する四半期純損失」としております。

 

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府、日銀による景気対策効果により、国内経済は緩やかな

回復基調にあるものの、円安による消費者物価の上昇や海外景気の減速懸念など、景気の先行きについては依然不

透明な状況にあります。

　水産・食品業界におきましては、円安等の影響により原材料の輸入価格が上昇するなど、依然として厳しい経営

環境にありました。

　このような状況のもと、当社グループは引き続き顧客のニーズに迅速に対応するとともに、増強してきた設備や

グループの持つ機能を最大限に活用して収益確保に努めてまいりました。

　当社グループの当第１四半期連結累計期間の経営成績は、新規顧客の開拓等により前年対比増収増益となりまし

た。

　以上の結果、売上高169億33百万円（前年同期比18億26百万円増）、営業利益58百万円（前年同期は60百万円の

損失）、経常利益72百万円（前年同期は49百万円の損失）、親会社株主に帰属する四半期純利益38百万円（前年同

期は親会社株主に帰属する四半期純損失43百万円）となりました。

　セグメントの業績は以下のとおりであります。

①　冷蔵倉庫事業セグメント

　冷蔵倉庫事業セグメントは、設備の維持更新費用などにより経費が増加いたしましたが、入庫量・在庫量の増加

による保管料売上と荷役料売上が増加したことにより、売上高は12億35百万円(前年同期比48百万円増)となり、営

業利益は87百万円(前年同期比32百万円増)となりました。

②　水産食品事業セグメント

　水産食品事業セグメントは、主にリテールサポート部門において新規顧客の開拓や前年度新設した市川流通セン

ターの業務改善等により売上高は増加し、利益は改善いたしました。その結果、売上高は156億97百万円(前年同期

比17億78百万円増)となり、営業損失は29百万円(前年同期は１億16百万円の損失)となりました。

 

　(2) 財政状態の分析

① 資産の部

　当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、前期末比26億８百万円増加し、269億22百万円となりました。

　流動資産は、関係会社預け金や棚卸資産の増加等により、前期末比３億12百万円増加の96億95百万円となりまし

た。

　固定資産は、建設仮勘定の計上等により前期末比22億95百万円増加の172億26百万円となりました。

② 負債の部

　当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、前期末比27億６百万円増加し、217億93百万円となりました。

　流動負債は、借入金の増加等により前期末比６億48百万円増加し、109億45百万円となりました。

　固定負債は、冷蔵庫建設資金の借入等により前期末比20億58百万円増加し、108億48百万円となりました。

③ 純資産の部

　当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は、親会社株主に帰属する四半期純利益38百万円、株主配当金の支払

１億67百万円等により、前期末比98百万円減少の51億28百万円となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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　　(4) 研究開発活動

　　　　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 83,790,000 83,790,000
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数1,000株

計 83,790,000 83,790,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 83,790,000 － 2,485,500 － 551,375

 

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿により記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　　　　　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　　　　　－

議決権制限株式（その他） －  － 　　　　　－

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式    47,000 － 　　　　　－

完全議決権株式（その他） 　普通株式 83,646,000 83,646 　　　　　－

単元未満株式 　普通株式    97,000 － 　　　　　－

発行済株式総数 83,790,000 － －

総株主の議決権 － 83,646 －

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　株式会社ホウスイ
東京都中央区築地

五丁目２番１号
47,000 － 47,000 0.06

計 － 47,000 － 47,000 0.06

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人和宏事務所による四半期レビューを受けております。

　なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について、監査法人和宏事務所による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,521 1,466

受取手形及び売掛金 5,617 5,419

商品及び製品 1,805 1,985

原材料及び貯蔵品 27 26

関係会社預け金 206 442

繰延税金資産 50 50

その他 173 324

貸倒引当金 △20 △20

流動資産合計 9,382 9,695

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 17,208 17,267

減価償却累計額 △8,260 △8,390

建物及び構築物（純額） 8,948 8,877

機械装置及び運搬具 3,738 3,748

減価償却累計額 △2,641 △2,692

機械装置及び運搬具（純額） 1,096 1,055

工具、器具及び備品 418 425

減価償却累計額 △264 △274

工具、器具及び備品（純額） 153 151

土地 3,300 3,297

リース資産 607 616

減価償却累計額 △280 △257

リース資産（純額） 326 359

建設仮勘定 14 2,350

有形固定資産合計 13,839 16,092

無形固定資産   

のれん 225 218

その他 215 210

無形固定資産合計 440 429

投資その他の資産   

投資有価証券 366 387

長期貸付金 67 68

繰延税金資産 110 105

その他 125 165

貸倒引当金 △19 △21

投資その他の資産合計 650 704

固定資産合計 14,931 17,226

資産合計 24,313 26,922
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,276 5,189

1年内返済予定の長期借入金 416 416

1年内返済予定の関係会社長期借入金 346 338

短期借入金 2,100 2,800

関係会社短期借入金 700 1,000

リース債務 114 125

未払法人税等 64 45

賞与引当金 73 21

役員賞与引当金 16 －

その他 1,187 1,009

流動負債合計 10,297 10,945

固定負債   

長期借入金 4,577 6,773

関係会社長期借入金 2,755 2,671

リース債務 215 237

退職給付に係る負債 860 821

本社移転損失引当金 147 147

長期預り保証金 10 10

長期未払金 110 79

繰延税金負債 4 8

負ののれん 109 100

固定負債合計 8,789 10,848

負債合計 19,087 21,793

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,485 2,485

資本剰余金 1,220 1,220

利益剰余金 1,127 998

自己株式 △1 △1

株主資本合計 4,831 4,702

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 67 86

その他の包括利益累計額合計 67 86

非支配株主持分 327 339

純資産合計 5,226 5,128

負債純資産合計 24,313 26,922
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 15,106 16,933

売上原価 13,943 15,695

売上総利益 1,163 1,237

販売費及び一般管理費 1,223 1,179

営業利益又は営業損失（△） △60 58

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 1 0

賃貸収入 16 17

負ののれん償却額 9 9

雑収入 21 20

営業外収益合計 47 48

営業外費用   

支払利息 35 33

雑支出 0 0

営業外費用合計 36 33

経常利益又は経常損失（△） △49 72

特別利益   

投資有価証券売却益 － 22

特別利益合計 － 22

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△49 95

法人税等 23 41

四半期純利益又は四半期純損失（△） △72 54

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△28 15

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△43 38
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △72 54

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 0 18

その他の包括利益合計 0 18

四半期包括利益 △71 73

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △43 57

非支配株主に係る四半期包括利益 △28 15
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 　　該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該実効税率を乗じて計算しています。

 

（会計方針の変更）

　（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につい

ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

（追加情報）

　（表示方法の変更）

　（四半期連結損益計算書関係）

　前第１四半期連結累計期間において、「営業外収益」の「雑収入」に含めて表示しておりました「賃貸収入」

は、金額的重要性が増したため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記しております。この表示方法の変更を反

映させるため、前第１四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前第１四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、「営業外収益」の「雑収入」に表示し

ておりました37百万円は、「賃貸収入」16百万円、「雑収入」21百万円として組み替えております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のと

おりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 264百万円 251百万円

のれんの償却額 19 7

負ののれんの償却額 △9 △9

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当に関する事項

　配当金支払額

    決議
株式の
種類

配当金の
総額

（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年５月13日

取締役会
普通株式 167 　利益剰余金 2 平成26年３月31日 平成26年６月11日

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当に関する事項

　配当金支払額

    決議
株式の
種類

配当金の
総額

（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年５月14日

取締役会
普通株式 167 　利益剰余金 2 平成27年３月31日 平成27年６月10日
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計 調整額
四半期連結損益
計算書計上額

(注) 冷蔵倉庫事業 水産食品事業

売上高      

外部顧客への売上高 1,187 13,918 15,106 － 15,106

セグメント間の内部売

上高又は振替高
49 3 52 △52 －

計 1,237 13,921 15,159 △52 15,106

セグメント利益又は損失

（△）
55 △116 △60 － △60

（注）セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致している。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計 調整額
四半期連結損益
計算書計上額

(注) 冷蔵倉庫事業 水産食品事業

売上高      

外部顧客への売上高 1,235 15,697 16,933 － 16,933

セグメント間の内部売

上高又は振替高
52 4 56 △56 －

計 1,288 15,701 16,989 △56 16,933

セグメント利益又は損失

（△）
87 △29 58 － 58

（注）セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
△0円52銭 0円47銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（百万円）

△43 38

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（百万円）

△43 38

普通株式の期中平均株式数（千株） 83,743 83,742

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

 

 

 

 

 

 

２【その他】

　平成27年５月14日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………167百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………２円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成27年６月10日

　（注）　平成27年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行う。

EDINET提出書類

株式会社ホウスイ(E00017)

訂正四半期報告書

16/19



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ホウスイ(E00017)

訂正四半期報告書

17/19



 

 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年４月14日

株式会社ホウスイ

取締役会　御中
 

監査法人　和宏事務所
 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 　大塚　尚吾

 

 業務執行社員  公認会計士 　　畝　照尚

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ホ

ウスイの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日

から平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る訂

正後の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

に準拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥

当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ホウスイ及び連結子会社の平成27年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。
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その他の事項

　四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。な

お、当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成27年８月12日に四半期レビュー報告書を提出した。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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